
 

 

１ 地域の支援内容                   
 

 
本県では、平成１５年７月に「みやざき産業ク

ラスター推進協議会」（会員数：273）を設立し、

恵まれた資源環境や優れた技術シーズを生かし

た「食と健康バイオクラスター」の形成を目指し

て、農工連携などによる研究開発を推進してい

る。 

  こうした中、地域結集型共同研究事業はクラス

ター形成の中核プロジェクトとして位置付けて

おり、中核機関である財団法人宮崎県産業支援財

団（以下「県産業支援財団」という。）をはじめ

として参画機関との連携を図りながら、地域ＣＯ

Ｅの構築に向けて、積極的に事業を推進するとと

もに、必要な支援を行ってきた。 

これまでの主な取組としては、事業を推進す

るための研究環境及び体制の整備、県立試験研究

機関（県工業技術センター・県食品開発センタ

ー・県総合農業試験場）の研究員の研究参画、地

域ＣＯＥ構築の促進、研究成果の事業化支援・積

極的なＰＲなどであり、具体的な内容は、以下の

とおりである。 

 

１） 事業推進のための支援措置 

 

① 研究環境及び推進体制の整備 

 
■ コア研究室及び研究スタッフルームの整備 

  ⅰ コア研究室の整備及び拡張 
  平成１６年１月に、県工業技術センター内に専

用スペースを確保し、コア研究室の整備を行っ

た。また、平成１７年８月には、研究員の増員、

研究内容や機器の充実に伴い、コア研究室を拡張

した。 

  これらの整備費用は、すべて県が負担した。 

 
  ⅱ 研究スタッフルームの整備 

  コア研究室の整備とともに、研究スタッフルー

ムについても、県工業技術センター内に専用スペ

ースを確保し、研究員等の活動に必要な設備整備

を適宜行ってきた。 

これらの整備費用は、すべて県が負担した。 

 
  ⅲ 共用スペースの提供 

  本事業に係る各種ミーティングの開催等に際

して、県工業技術センター内にある研修室等を共

用スペースとして、無償で提供してきた。 

・県工業技術センター 大研修室（310 ㎡） 

・県工業技術センター 中研修室（111 ㎡） 

・県産業支援財団   小研修室（52 ㎡） 

・県産業支援財団   図書室（87 ㎡） 

 

■ 事業推進体制の整備 

  ⅰ 結集型研究推進室の設置及び拡張 
  平成１６年１月に、県産業支援財団内に結集型

研究推進室を設置し、事業総括スタッフとして本

県職員を派遣（専任２名、兼任３名）するととも

に、新技術エージェントの活動などに必要な設備

整備等を適宜行ってきた。 

  また、コア研究室の拡張に併せて、専用スペー

スを拡充し、結集型研究推進室と研究スタッフル

ームを統合するとともに、ミーティングスペース

等を設置するなど、産学官の研究者が新技術エー

ジェントや事業総括スタッフと緊密な情報交    

換のもと共同研究を推進できるよう、その機能の

充実も図った。 

  これらの整備費用や派遣職員の人件費は、すべ

て県が負担した。 

 

  ⅱ 宮崎県ＣＯＥ総合プランナーの配置 
  平成１６年４月、元宮崎医科大学学長の松尾壽

之氏を「宮崎県ＣＯＥ総合プランナー」に選任し、
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  なお、平成１７年度以降の「エンドレスミーテ

ィング」には、毎年度、知事又は副知事が参加し、

研究者を激励してきた。 

研究動向に関する情報提供や事業推進に関する

助言・指導の下、研究を推進してきた。 

  宮崎県ＣＯＥ総合プランナーへの謝金及び活

動費は、すべて県が負担した。  
  ⅶ 技術移転ミーティング  

  ⅲ 研究交流促進会議 
  本会議は、事業総括が実行計画を立案し、事業

を調整・推進するとともに、本県の科学技術政策、

産業政策等を反映させる場として、県産業支援財

団内に設置されたものであるが、県からは商工観

光労働部長をはじめ県民政策部長、福祉保   

健部長、農政水産部長が委員となり、積極的に参

画してきた。 

 

 結集型研究推進室では、事業により得られた研

究成果の技術移転を推進するにあたり、特許出

願・技術移転案件の情報共有化、今後の活動の方

向性について議論するために、宮崎大学産学連携

センター、（株）みやざきＴＬＯ※、ＪＳＴイ    

ノベーションサテライト宮崎、及び県の担当者が

参画する「技術移転ミーティング」を定期的に開

催しており、県からは工業支援課の職員が積極的

に参画してきた。  

  ⅳ 共同研究推進委員会 
  本委員会は、研究統括が共同研究計画を立案

し、研究の調整・推進等を行う場として、県産業

支援財団内に設置されたものであるが、県からは

県工業技術センター所長をはじめ県食品開発セ

ンター所長、県総合農業試験場長が委員となり、    

積極的に参画してきた。 

  ※ 平成１５年４月、宮崎大学など県内６大学

１高専の教官等の出資により設立。 

 
  ⅷ 地域ＣＯＥプロジェクト推進会議 
  県では、地域ＣＯＥの構築に向けた取組を全庁

的に推進するため、商工観光労働部をはじめ県民

政策部、福祉保健部、農政水産部、県産業支援財

団で構成する会議を設置し、研究成果等の情報共

有化や今後の推進方策等に関する協議を行っ    

てきた。 

 
  ⅴ 事業推進会議 
  結集型研究推進室では、事業総括、研究統括、

新技術エージェント等が事業推進のための戦略

を協議する「事業推進会議」を定期的に開催して

おり、県からは工業支援課、総合政策課の職員が

積極的に参画してきた。 

 

■ 県立試験研究機関等による研究推進 

  本事業には、県工業技術センターをはじめ県食

品開発センター、県総合農業試験場の研究員が参

画し、県単独事業として種々の研究テーマ（地域

分担研究）に積極的に取り組んできた。 
 
  ⅵ 研究者ミーティング 
 研究グループごとにミーティングが頻繁に開

催されており、県立試験研究機関の研究員がメン

バーとして積極的に参画してきた。 

  また、結集型研究推進室では、産学官の研究者

全員による「エンドレスミーティング」を定期的

に開催し、研究成果の報告とともに、研究方針に

ついての徹底した議論を行う場を設けているが、

県立試験研究機関の研究員のほか本庁職員も   

積極的に参画してきた。 

 

 特に、県総合農業試験場においては、平成１５

年度から平成１６年度にかけて、本事業に関連す

る施設も含んだ形で、大規模な整備を行い、研究

機能の充実を図った。また、県工業技術センター

をはじめ県立試験研究機関に設置された設備・機

器類については、本事業を推進するため、企業・

大学・県産業支援財団等の参画研究者に対して提

供・開放しており、そのための維持管理費等を負

担してきた。 
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そのほか、県立宮崎病院、県立日南病院、県立

延岡病院においては、本事業の協力機関として、

臨床サンプルや情報などを提供してきた。 

 

２） 研究成果の事業化に向けた支援措置 

 

 ①  県産業支援財団への支援 

  中核機関である県産業支援財団は、中小・ベン

チャー企業の総合的な支援機関として、相談窓口

の開設、各種補助金の交付・貸付事業の実施、専

門家の登録・派遣、人材の育成等の事業を実施し、

新産業・新事業の創出に向けて中心的な役割を果

たしているところである。 

  特に、産学官連携分野においては、平成１５年

度に「産学官連携推進課」を設置し、コーディネ

ート機能の充実強化を図っており、みやざき産業

クラスター推進協議会の事務局となるほか、大型

研究開発プロジェクトを推進するとともに、地域

技術シーズの発掘やその実用化に対する支援事

業に取り組んでいる。     

県としては、県産業支援財団を地域ＣＯＥ構築

の中心的役割を果たし得る機関として位置付け

ており、前述の結集型研究推進室を含め、積極的

に人的支援や財政支援を行ってきた。 

 

②  研究成果の権利化支援 

  特許等の知的財産権は、地域ＣＯＥ構築の基盤

として、また新たな産業の芽として極めて重要で

あるとの認識の下、次のような取組を行ってき

た。 

 
■ 研究成果の権利化及び技術移転の促進 

  地域産業の振興を図る観点から、大学関連の研

究成果に係る権利化を促進するため、県では、平

成１７年度に（株）みやざきＴＬＯの特許出願費

用に対する補助制度（補助率１／２）を創設した。 

 また、日本版バイドール法非適用の平成１７年

度までは、県産業支援財団の研究員の「特許を受

ける権利」を県が積極的に譲受するとともに、日

本版バイドール法適用の平成１８年度からは、県

単独事業「バイオメディカル新技術産業化展開推

進事業」により、知財活用エージェント２名を配

置し、知的財産の戦略的な取得及び活用を展開し

た。さらに、同県単独事業では、研究成果の県内

企業に対するＰＲや技術移転を推進するととも

に、県外の技術展示会に出展し個別企業との技術

商談等を行うことにより、新技術のＰＲやセール

スを行った。 

        
■ バイオメディカル知財戦略セミナーの開催 

  平成１７年２月に、研究者を対象としたセミナ

ー（バイオメディカル分野に精通した弁理士の講

演及び個別相談会の実施）を特許庁、九州経済産

業局及び県産業支援財団との共催により開催し、

特許に関する知識習得や特許の戦略的な活用法

に関する普及啓発を図った。 

 

③ 研究成果の事業化支援 

■ 膜乳化装置の事業化支援 

  県工業技術センターでは、研究成果の一つであ図 2-5-1 県産業支援財団の支援体制 
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る膜乳化技術について、県内企業に対して積極的

に技術移転を行った結果、新たな膜乳化装置の事

業化が図られたところである。 

  県では、平成１８年２月の「2006 国際ナノテ

クノロジー総合展」をはじめ平成１８年９月の

「バイオジャパン 2006」、平成１９年１０月の

「全日本科学機器展」、平成２０年７月の「国際

バイオ EXPO」など数々の技術展示会に膜乳化

技術や装置等を出展し、今後の事業展開を支援し

てきた。 

 
■ 実現可能性調査（Ｆ／Ｓ）への支援 

  事業化の可能性が高い研究成果に対する国等

の研究開発プロジェクトへの展開を目指すこと

を目的に県が創設した実現可能性調査事業にお

いて、平成１７年度に甘藷乳酸発酵食品共同研究

グループ（構成：霧島酒造（株）、南日本酪農協

同（株）、県食品開発センター）に対し、調査研

究経費を支援した。 

 
■ 実用化研究開発への支援 

優れた研究成果の事業化を促進することを目

的に県が創設した研究開発支援事業において、平

成１８年度及び１９年度に、本事業の重要な成果

の一つであるブルーベリー葉の機能性や栽培に

関する研究を実施する共同研究グループに対し、

研究開発経費を支援した。 

 
■ 技術移転機関への支援 

  研究成果の企業への技術移転を促進するため、

県では、（株）みやざきＴＬＯが行う技術移転活

動に対して、平成１９年度まで財政面での支援を

行ってきた。 

 

３） 地域ＣＯＥの構築に向けた支援措置 

県産業支援財団では、ホームページや研究者ミ

ーティング等を通じて、研究情報等の共有化を図

ったほか、県では、前述の宮崎県ＣＯＥ総合プラ

ンナーの配置とともに、シンポジウムの開催やバ

イオメディカル分野での国等の研究開発プロジ

ェクトを推進することにより、ネットワーク型地

域ＣＯＥの構築に向けた取組を推進した。 

 
  ① 科学技術シンポジウム in 宮崎の開催 

  県産業支援財団、みやざき産業クラスター推進

協議会バイオ部会等との共催により平成１６年

度から「科学技術シンポジウム in 宮崎」を年１

回開催し、多数の県内産学官の研究者等の参画が

得られた。これにより、バイオメディカル分野を

はじめとする研究の交流が行われ、研究者ネット

ワークの形成を促進したところである。 

 
  ②  バイオメディカル分野での国等の 

研究開発プロジェクト支援等 

 

■ 都市エリア産学官連携促進事業 

（みやざき県北臨海エリア） 

平成１７年４月に、県が提案した研究テーマ

「高齢者ＱＯＬの向上に貢献する海洋性バイオ

マス活用技術の創出」が文部科学省の都市エリア

産学官連携促進事業（連携基盤整備型）に採択さ

れ、県北地域においてもバイオメディカル分野で    

の研究開発プロジェクトを推進した。 

  このプロジェクトには、九州保健福祉大学、宮

崎大学、旭化成、県水産試験場、県食品開発セン

ターなど２６機関が参画し、魚の煮汁などの海洋

性バイオマスを活用して認知症の予防や血糖低

下に効果がある高機能性食品・特定保健用食品な    

どの開発に取り組んだ。その後、この研究は、研

究成果を活用し、対象地域を県央、県南地域にも

拡大した新たなテーマ「健康・安全な長寿社会を

支援する水産資源活用技術の創出」として、平成

２０年４月に同事業の一般型へステップアッ    

プ採択され、「食と健康」を視点とする新産業創

出へ向けてさらに研究開発を展開させていると

ころである。 
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■ 先端技術を活用した 

農林水産研究高度化事業 

  県食品開発センターでは、平成１６年度に農林

水産省の提案公募型研究開発事業の採択を受け、

宮崎県農協果汁（株）、宮崎大学、（独）食品総

合研究所と共同で、健康志向に対応したニガウリ

の高品位加工技術の開発に取り組んだ。 

  この研究では、本県の特産物であるニガウリの

機能性を最大限に生かした付加価値の高い加工

品の開発を目指しており、現在、県産ニガウリを

原料としたサプリメントを開発中である。 

 
■ 地域資源活用型研究開発事業 

  経済産業省の地域資源活用型研究開発事業に

は、県立試験研究機関が参画する研究開発テーマ

として、平成１９年度以降、下記の３件が採択さ

れている。 

 
（平成１９年度採択） 

・ 宮崎県産オビスギ材の乾燥凝縮液を有効活

用した製品の開発 

 県木材利用技術センターが、宮崎大学、（株）

三洋環境社プランナー、（株）池上冷熱らと共

同で、オビスギ材の人工乾燥時に副産物として

得られるスギ精油の生産技術を確立するとと

もに、精油の用途として生活害虫・害獣忌避製

品の開発を行っている。 

 
 ・ 宮崎県産シイラを用いた「焼酎もろみ漬け」

の研究開発 

 県水産試験場が、宮崎大学、（株）水永水産

と共同で、未加工のまま安価で県外へ出荷され

ているシイラの付加価値を高めるために、焼酎

粕を麹菌により再発酵させＧＡＢＡ等のアミ

ノ酸類やクエン酸等の有用成分を増強した漬

け床を用いた新製品を開発中である。 

 
（平成２０年度採択） 

・ 宮崎県産高機能性ブルーベリー葉を用いた

飲料の開発 

本事業により得られたブルーベリー葉の優れ

た機能性に関する研究成果を生かして、県食品開

発センターが、宮崎大学、雲海酒造（株）と共同

で、嗜好性及び機能性に優れた新たな健康志向の

茶飲料を開発中である。 

 

４） 事業や研究成果のＰＲ 

  県では、広報誌「広報みやざき」（県内全世帯

へ配布）で度々事業の紹介を行ったほか、地元有

力紙や全国紙の特集記事において事業内容や研

究成果のＰＲを行うとともに、県工業技術センタ

ー等の情報誌などを活用して、研究者のみならず

広く県民に対しても事業全体の周知に努めてき

た。 

 また、前述の「科学技術シンポジウム in 宮崎」

のほか、県立試験研究機関では、それぞれの研究

成果発表会において、研究成果を発表し、工業や

農業関係者に対する普及や理解の促進に努めた

ところである。 

 

５） 資金的な支援等 

  これまで述べたとおり、本県では資金的な支援

として、県単独事業「バイオメディカル研究拠点

形成推進事業」や「バイオメディカル新技術産業

化展開推進事業」などの様々な支援事業を展開

し、コア研究室及び結集型研究推進室の整備費、

維持管理費、什器・パソコン等インフラ整備費、

事業総括スタッフ及び知財活用エージェントの

人件費、研究成果の技術移転活動費、県立試験研

究機関の分担研究に係る研究費、人件費、研究室

維持管理費等を負担してきた。 

これらに加え、本事業には、企業、大学等の参

加機関が、人件費、研究費を負担してきた。特に

宮崎大学においては、本事業を推進するため、参

画研究者の遺伝子実験施設や動物実験施設、ＲＩ

実験施設等の使用を認めており、それらの維持管

理費を負担してきた。 

したがって、県、大学、参画企業等地域負担全
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体の経費としては、次のとおりである。  

  
【負担額の参加機関別内訳】 【年度別負担額（百万円）】 

   宮崎県    ２，３０５    平成１５年度 １，７１９ 

   （中核機関を含む）    平成１６年度    ２００ 

   大学                １０    平成１７年度      ２１２ 

   企業              ２７９       平成１８年度    １５８ 

      平成１９年度    １６８  

      平成２０年度    １３７   

     計        ２，５９４    

 

２ 県の科学技術政策からみた事業実績の評価  
 

１） 本県の科学技術政策における 

本事業の位置付け 

 本県では、平成１３年３月に「宮崎県産業科学

技術振興指針」を策定し、「地域の活力と未来を

育む産業の創造」、「だれもが安全で安心できる

生活への貢献」、「豊かな自然環境の中で知性が

あふれる社会への貢献」を今後１０年間の科学技

術振興の基本目標として、「知恵と技術とネット

ワークで輝く豊かな宮崎」を目指すこととしてい

る。 

 この指針では、「次代の科学技術を担う人づく

り」、「創造的な研究開発を支える基盤づくり」、

「多様な研究開発を推進するネットワークづく

り」を基本的方向に、重点的に取り組むべき研究

開発分野として「バイオテクノロジー」など６分

野を設定しており、県では、大学等の基礎研究を

支援するなど、地域科学技術の振興に取り組んで

いる。 

  また、平成１９年６月に策定した「新みやざき

創造計画」において、本県の農林水産資源等を活

用したバイオテクノロジー産業の振興を図るた

め、本事業を核とした地域ＣＯＥの構築に努める

こととしている。 

 このように、本事業は、ＡＴＬや肝がんといっ

た地域の深刻な課題の解決に向けて、かつてない

規模で産学官の研究者が結集し、農業県という本

県の強みを生かした研究開発に取り組むもので

あり、本県科学技術政策における最重要プロジェ

クトとして位置付けられるものである。 

 

２） 事業実績の評価 

 現在、本事業は、中核機関である県産業支援財

団を中心に産学官の緊密な連携の下、精力的に研

究開発が進められているが、これまでに４０件を

超える新技術が創出されている。 

  本県の特許出願件数がここ数年３００件前後

で推移している状況から見て、この数は高く評価

できるものであり、新技術の内容についても、下

記に示すように、ブルーベリー葉の有するがん細

胞増殖抑制活性やＣ型肝炎ウイルス産生抑制活

性などの優れた機能性が見いだされたほか、食品

の機能性を総合的に評価する方法（ハイスループ

ット食品機能性評価法）や膜乳化技術を用いたナ

ノサイズエマルション製造技術の確立が図られ

るなど、多大な成果を上げていると評価できる。 

  さらに、事業推進を通じて、研究者ネットワー

クの形成が促進されるとともに、新産業・新事業

創出に向けた気運の醸成が図られたことにより、
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 ・プロテオーム技術の確立による肝疾患診断法

開発  

平成１６年度から平成１７年度にかけて、都市エ

リア産学官連携促進事業など国の大型研究開発

プロジェクトの採択が得られたことも、事業効果

の一つとして上げられる。 

 最新の研究設備を導入し、網羅的にタンパク

質を解析する技術（プロテオーム技術）に関し

て、最先端技術を確立。Ｃ型肝炎ウイルス感染

から発症する肝がんについて、病気の進展や発

症を早期に捉える体内成分を複数発見。製薬メ

ーカーとの共同研究により事業展開を検討中。 

 県では、こうした本事業の成果や、科学技術を

巡る情勢等の変化を踏まえ、「宮崎県産業科学技

術振興指針」の見直しを行うこととしており、今

後とも、研究開発の推進や成果の事業化の促進に

向けて、人的、財政的支援を積極的に行いたいと

考えている。 
 
・ハイスループット食品機能性評価法の確立  

  食品が有する複数の生理機能を一度の評価

により測定可能とする方法を確立。がん予防に

貢献する様々な生理機能を一度に評価できる

システムとなっており、特許も成立。 

（主な開発技術）  

・ブルーベリー葉の生理機能および産地化へ向

けた育種・栽培・加工技術の確立 

  ブルーベリーの葉に「がん細胞増殖抑制活

性」「Ｃ型肝炎ウイルス産生抑制活性」「抗酸

化活性」等、優れた機能性が存在することを発

見。宮崎大学が保有していた 70 以上のブルー

ベリー品種の中から、生理機能の高い品種を選

抜。県内企業が葉利用のため苗の栽培を開始。 

 ・ナノエマルション製造法の確立とそのバイオ

メディカル分野への応用展開  

 工業技術センターの膜乳化技術を活用して

ナノサイズ（１メートルの１０億分の１）のエ

マルションを高精度かつ高効率に製造できる

装置を開発。医療技術のひとつであるＤＤＳ

（薬物送達システム）への応用展開を検討中。 
 

 ・ＡＴＬ診断技術の確立と臨床応用に向けた取

組み   

  ＡＴＬ発症又は進展時に発現が変化する遺

伝子を発見。この遺伝子を活用したＡＴＬ診断

キットを開発中。 

 

 

３ 本事業が地域に与えた効果及び 

県政施策への反映状況  

 
１） 本事業が地域に与えた効果 

  産学官の連携は、特に資金力、技術開発力の

脆弱な中小・ベンチャー企業が新技術、新製品の

開発に取り組む上で有効であることから、本県で

は、従来から産学官の研究者で構成する研究会を

設置するとともに、研究開発支援を実施するな

ど、産学官連携による研究開発を推進している。 

 こうした中、本事業は、 
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・ 研究者数、事業規模とも、過去最大の研究開

発プロジェクトであること。 
① 国等の大型研究開発プロジェクト 

の採択等 

・ 本県の強みである農業を生かした研究開発プ

ロジェクトであり、医療や工業など 異なる産業

分野の技術シーズが有機的に連携していること。 

  本県では、平成１５年７月に「みやざき産業ク

ラスター推進協議会」を設立し、産学官の連携促

進や各種支援策の重点的投入により、バイオ分野

とＩＴ分野における産業クラスターの形成に取

り組んでいる。 

・ 事業の成功は、工業分野のみならず農業の振

興が図られること。そして、何よりもＡＴＬや肝

がん等の予防や治療に関する医療水準が格段に

進歩し、県民福祉の向上が図られること。  

  本事業は、このクラスター形成の先導的プロジ

ェクトであり、新技術による新産業創出に向けた

気運の醸成等が図られた結果、前述のとおり、平

成１６年度から平成１７年度にかけて、都市エリ

ア産学官連携促進事業の採択が得られるととも

に、平成１７年１０月には、「ＪＳＴサテライト

宮崎」が宮崎大学に設置された。これらの取組に

より、本県では、バイオ分野を中心とした科学技

術振興機構や経済産業省などの大型研究開発プ

ロジェクトが、県内各地で数多く展開されること

となった。 

・ 研究の推進を通じて、研究者ネットワークの

促進や新技術による新産業創出に向けた気運の

醸成が図られていること。 

 
  といった特長等を有し、様々な事業の展開等に

つながるなどの効果を得ている。 

 

 

 

産学官大型研究開発プロジェクトの取組状況

宮 崎 県

都 城 市

宮 崎 市

延 岡 市

日 南 市

地域イノベーション創出研究開発事業

◆農業温室用吸収式除湿機の開発

◆極端紫外光を用いた光脱離質量分析装置の開発

戦略的基盤技術高度化支援事業

◆材料のスラグ形状及び金型形状の研究開発（自動車部品関連）

地域資源活用型研究開発事業

◇バイオマス高度徹底活用による環境調和型産業の創出
《 H16～H18（事業終了） 2.5億円》

地域資源活用型研究開発事業

◆シイラを用いた「焼酎もろみ漬け」の
研究開発 《H19~H20 3,300万円》

地域結集型共同研究事業

◆食の機能を中心としたがん予防基盤技術創出
《H16.1～H20 12億円》

JSTイノベーションサテライト宮崎

◆ゴーヤ種子を用いた血液検査試薬の開発

育成研究
（９000万円）

◆スイートピーの未利用部分を原料とし
た機能性製品の開発 《H19~H20 3,500万円》

都市エリア産学官連携促進事業

（連携基盤整備型，みやざき県北臨海エリア）

《H20～H22 3.0億円》

（一般型，みやざき臨海エリア）

◆健康・安全な長寿社会を支援
する水産資源活用技術の創出

◇高齢者QOLの向上に貢献する
海洋性バイオマス活用技術の創出

地域資源活用型研究開発事業

◆経鼻投与デバイスを用いた糖尿病に対する
医薬品開発

◆ ブルーベリー葉を用いた飲料の開発
《H20~H21 4,900万円》

《 H17～H19（事業終了） 1.5億円》

《H19~H21》

《H18~H20》

研究開発資源活用型

◆ ATL発症リスク診断システムの開発
《H20~H22 2.2億円》

都市エリア産学官連携促進事業（都城盆地エリア）

先端技術を活用した農林水産研究高度化事業

◆新しい木材乾燥システムによる低コストと
有用成分の回収
◆鶏ふん焼却灰からのリン回収・有用物活用
の技術等開発

《H19~H21 8,300万円》

《H19~H21 5,200万円》

地域資源活用型研究開発事業

◆オビスギ材の乾燥凝縮液を有効活用した製品
の開発 《H19~H20 3,700万円》

産学官大型研究開発プロジェクトの取組状況

宮 崎 県

都 城 市

宮 崎 市

延 岡 市

日 南 市

地域イノベーション創出研究開発事業

◆農業温室用吸収式除湿機の開発

◆極端紫外光を用いた光脱離質量分析装置の開発

戦略的基盤技術高度化支援事業

◆材料のスラグ形状及び金型形状の研究開発（自動車部品関連）

地域資源活用型研究開発事業

◇バイオマス高度徹底活用による環境調和型産業の創出
《 H16～H18（事業終了） 2.5億円》

地域資源活用型研究開発事業

◆シイラを用いた「焼酎もろみ漬け」の
研究開発 《H19~H20 3,300万円》

地域結集型共同研究事業

◆食の機能を中心としたがん予防基盤技術創出
《H16.1～H20 12億円》

JSTイノベーションサテライト宮崎

◆ゴーヤ種子を用いた血液検査試薬の開発

育成研究
（９000万円）

◆スイートピーの未利用部分を原料とし
た機能性製品の開発 《H19~H20 3,500万円》

都市エリア産学官連携促進事業

（連携基盤整備型，みやざき県北臨海エリア）

《H20～H22 3.0億円》

（一般型，みやざき臨海エリア）

◆健康・安全な長寿社会を支援
する水産資源活用技術の創出

◇高齢者QOLの向上に貢献する
海洋性バイオマス活用技術の創出

地域資源活用型研究開発事業

◆経鼻投与デバイスを用いた糖尿病に対する
医薬品開発

◆ ブルーベリー葉を用いた飲料の開発
《H20~H21 4,900万円》

《 H17～H19（事業終了） 1.5億円》

《H19~H21》

《H18~H20》

研究開発資源活用型

◆ ATL発症リスク診断システムの開発
《H20~H22 2.2億円》

都市エリア産学官連携促進事業（都城盆地エリア）

先端技術を活用した農林水産研究高度化事業

◆新しい木材乾燥システムによる低コストと
有用成分の回収
◆鶏ふん焼却灰からのリン回収・有用物活用
の技術等開発

《H19~H21 8,300万円》

《H19~H21 5,200万円》

先端技術を活用した農林水産研究高度化事業

◆新しい木材乾燥システムによる低コストと
有用成分の回収
◆鶏ふん焼却灰からのリン回収・有用物活用
の技術等開発

《H19~H21 8,300万円》

《H19~H21 5,200万円》

地域資源活用型研究開発事業

◆オビスギ材の乾燥凝縮液を有効活用した製品
の開発 《H19~H20 3,700万円》

図 2-5-2 産学官共同研究取組状況 
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②  研究者ネットワークの形成と 

人材の育成強化 

  本事業の実施により、中核機関である県産業支

援財団を中心としたバイオメディカル分野にお

ける産学官の強固な研究者ネットワークが形成

されつつあるほか、「医療」、「農業」といった

従来の産業分野の枠を超えた連携も促進されて

いる。 

 特に、前述した「科学技術シンポジウム in 宮

崎」では、数多くの産学官のバイオメディカル分

野の研究者等が一堂に会し、事業に参画していな

い研究者も含め、幅広い研究者ネットワークの形

成が図られたところである。 

 また、本事業には、県産業支援財団の研究員を

はじめ宮崎大学や企業の若手研究者が数多く参

画し、先端的かつ実践的な研究を通じた研鑽の場

ともなっていた。若手研究者の多くが、県産業支

援財団が開催した知財戦略セミナーや創業支援

セミナーに参加するなど、優れた産業人材の育成

という点でも大きな効果を得ており、近い将来の

産業振興に大きく寄与するものと期待している。 

 

２） 県政施策への反映状況 

 本県は昭和３４年に「宮崎県経済振興計画」を

策定して以来、平成１６年度の「元気みやざき創

造計画」に至るまで、６回にわたって計画を策定

してきたが、社会経済情勢の急速な変化に的確に

対応していくために、平成１９年６月に、新たな

県総合計画「新みやざき創造計画」を策定した。 

 この中で、本事業の実績や効果を、施策の基本

方向「新技術・新産業の創出」として位置付け、

次のとおり盛り込んでいる。 

 

 ■ 新技術・新産業の創出 

 産業間の連携や産学官連携を強化し、研究開

発を一層活発化させるとともに、特許など知的

財産の戦略的な活用や新事業に挑戦する中

小・ベンチャー企業の活動支援に取り組み、新

技術・新産業の創出を図る。また、本県の農林

水産資源等を活用したバイオテクノロジー産

業の振興を図るため、地域結集型共同研究事業

を核に地域ＣＯＥの構築などに取り組むほか、

工業技術センターや食品開発センターなどの

技術支援等により、県内企業の製品の高付加価

値化や生産性の向上等を図り、幅広い産業の競

争力強化に努める。 

 
 また、平成２０年３月に企業立地促進法に基づ

いて策定した「宮崎県地域産業集積・活性化基本

計画」の中でも、本事業を背景として、集積業種

の一つにバイオ関連産業を指定し、県として積極

的に推進すべき産業分野に掲げたところであり、

今後は、本計画に基づき、県、市町村、関係機関

等が一体となって本県への企業立地を推進する

こととしている。 
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